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2024 年 5 月 14 日 

 

各 位 

 

会社名   名港海運株式会社 

代表者名 代表取締役社長 社長執行役員 髙橋 広 

     ( コード番号 9357 名証メイン ) 

問合せ先 常務執行役員 三谷 正芳 

     ( TEL  052-661-8135 ) 

 
 

株主提案に対する当社取締役会意見に関するお知らせ 
 

当社は、2024 年 6 月 26 日開催予定の第 101 回定時株主総会における議案について株主提案（以

下「本株主提案」といいます。）を行う旨の書面（以下「本株主提案書面」といいます。）を受領い

たしましたが、本日開催の取締役会において、本株主提案について反対することを決議いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 提案株主 
 

個人株主 1 名 

 

2. 本株主提案の内容 
 

(1) 議題 

定款一部変更の件 

(2) 議案の内容および提案の理由 

別紙「本株主提案の内容」に記載のとおりです。 

なお、別紙「本株主提案の内容」は、提案株主から提出された本株主提案書面の該当記載を

原文のまま掲載したものであります。 

 

3. 本株主提案に対する当社取締役会の意見 
 

(1) 当社取締役会の意見 

取締役会としては、本株主提案に反対いたします。 

(2) 反対の理由 

① 独立社外取締役の資格について 

 当社は、コーポレート・ガバナンス体制の充実が経営上の重要課題の一つと認識しており、

本年 2 月 9 日に開示しました「指名・報酬諮問委員会の設置に関するお知らせ」のとおり、

独立社外取締役をその構成員の過半数とする指名・報酬諮問委員会を設置して、独立社外取

締役を含む取締役等の指名および報酬等に関する方針および手続きの公平性・独立性・客観

性を強化しております。 
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 本株主提案は、当社が株式を政策保有する法人または当社株式を政策保有する法人の役員

等は「一般株主と利益相反が生じるおそれのなく一般株主を保護するという独立役員の本来

の目的を期待できない」としていますが、取締役会としては、本株主提案のように独立社外

取締役の資格について一律の規定を定款に設けることは、多様な専門性と知識・経験を有す

る取締役を擁する最適な取締役の構成を検討するうえで柔軟性を損なう可能性があると考

えております。 

 上記の点から、当社は、取締役候補者は、指名・報酬諮問委員会の報告又は答申に基づい

て取締役会で検討および決定する方法が適切であり、本株主提案の内容を会社の根本原則で

ある定款に規定することは不適当であると考えております。 
 

② 政策保有株式について 

当社は、取引先との業務提携や関係維持・強化を図る目的で、取引先の株式を取得し保有

することがあります。これら政策保有株式については、取締役会において保有の必要性、保

有に伴う便益およびリスクが資本コストに見合っているか等を毎事業年度検証し、保有意義

が希薄化したと判断した株式については縮減を進めております。その結果、2023 年 3 月期

に 4 銘柄、2024 年 3 月期に 6 銘柄の政策保有株式の一部または全部を売却しております。 

取締役会としては、政策保有株式については、本株主提案のように保有および被保有を一

律に定款で規定するのは適切ではなく、取締役会において総合的に検討すべき事項であり、

本株主提案の内容を会社の根本原則である定款に規定することは不適当であると考えてお

ります。 
 

③ 結論 

以上の理由により、当社取締役会は本株主提案に反対いたします。 

 

以 上 
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別紙「本株主提案の内容」 

※提案株主から提出された本株主提案書面の該当記載を原文のまま掲載しております。 

 

提案する議題の内容 

 

定款に以下を追加する。 

（独立取締役） 

独立取締役として証券取引所に届け出る当会社の取締役は当会社株式を政策保有している法人ある

いは当会社がその発行株式を政策保有している法人、のいずれの役職員（過去 5 年間に役職員であ

ったものを含む）でないものとする。 

 

（持合株式の保有・被保有の禁止） 

当会社は他の法人が発行する株式を政策株式として保有せず、取引先等に当会社株式の政策保有を

形式の如何にかかわらず一切要請しないものとする。 

 

提案の理由 

 

当会社株式を政策保有している法人または、当会社がその発行株式を政策保有している法人の役員

等には「一般株主と利益相反が生じるおそれのなく一般株主を保護する」という独立役員の本来の

役割を期待できないため 

また、株式の持合いはコーポレートガバナンス、資本効率の観点から問題があるため 

 

以上 

 


